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本書該当箇所 項目 内容 

3 法令上の制限 

[15]建築基準法  建築

確認 

本冊 398～401 ページ 

建築副主事制度の創設 「建築主事」に加えて、「建築副主事」の資格が創設され

ました。両者を合わせて「建築主事等」といいます。 

建築副主事は２級建築士に対応する資格で、一定範囲の

建築確認をすることができます。 

これにより、「建築主事」を「建築主事等」と書き換える

必要が生じました。 

[19]盛土規制法１②解

説 

本冊 419 ページ 

土石の堆積の規模 ⑥高さ２ｍ超の土石の堆積 

↓ 

⑥高さ２ｍ超かつ面積 300 ㎡超の土石の堆積 

1 宅建業法 

[11]重要事項の説明②

２⑬ 

別冊 22 ページ 

建物状況調査 過去１年以内に建物状況調査を実施しているかどうか、

↓ 

過去１年以内（鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリー

ト造の共同住宅等の場合は２年以内）に建物状況調査を

実施しているかどうか、 

3 法令上の制限 

[08]単体規定・集団規

定①２建築基準法の適

用除外 

別冊 102 ページ 

建築副主事制度の創設 建築主事の確認 

↓ 

建築確認 

「建築主事」に加えて、「建築副主事」の資格が創設され

ました。両者を合わせて「建築主事等」といいます。 

[15]建築確認② 

別冊 112 ページ 

建築副主事制度の創設 建築主事 

↓ 

建築主事等 

[19]盛土規制法①１ 

別冊 119 ページ 

土石の堆積の規模 ⑥高さ２ｍ超の土石の堆積 

↓ 

⑥高さ２ｍ超かつ面積 300 ㎡超の土石の堆積 

[19]盛土規制法②４ 

別冊 120 ページ 

許可申請に関する例外的扱

い 

ただし、都市計画法の開発許可を受けた宅地造成等に関

する工事については、許可は不要。 

↓ 

ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと

認められるものとして政令で定める工事については、許

可は不要。 

※相続登記（本冊 205 ページ）など、すでに本書に記載済みの法改正については割愛してあります。 

 

  



統計問題に出題されるデータ 

１ 地価公示 

資 料 令和６年地価公示 

発表主体 国土交通省土地鑑定委員会 

発表時期 令和６年３月 26日 

基 準 日 令和６年１月１日 

 

基準日（令和６年１月１日）時点の地価が前年と比べてどれくらい変動したか、変動のトレンドがどうなって

いるか、が問われます。用途別・圏域別に分けて見ておきましょう。 

用途別 

圏域別 

全用途平均 住宅地 商業地 工業地 

変動 トレンド 変動 トレンド 変動 トレンド 変動 トレンド 

全国 
+2.3

％ 

３年連続

上昇 

+2.0

％ 

３年連続

上昇 

+3.1

％ 

３年連続

上昇 

+4.2

％ 

８年連続

上昇 

三大都市圏 
+3.5

％ 

３年連続

上昇 

+2.8

％ 

３年連続

上昇 

+5.2

％ 

３年連続

上昇 

+5.8

％ 

10年連続

上昇 

地方圏 
+1.3

％ 

３年連続

上昇 

+1.2

％ 

３年連続

上昇 

+1.5

％ 

３年連続

上昇 

+2.6

％ 

7年連続上

昇 

２ 建築着工統計・住宅着工統計 

資 料 建築着工統計・住宅着工統計 

発表主体 国土交通省 

発表時期 令和６年１月 31日 

期 間 令和５年（年計） 

 

令和５年の１年間に着工された住宅の数が前年と比べてどれくらい変動したか、変動のトレンドがどうなって

いるか、が問われます。「全体」の戸数は、利用関係別に「持家」「貸家」「分譲住宅」に分類されます。「分譲住

宅」は、さらに「マンション」と「一戸建住宅」に分けられます。 

利用関係 戸数 前年比 傾向 

全体 819,623戸 -4.6％ ３年ぶりの減少 

 持家 224,352戸 -11.4％ ２年連続の減少 

 貸家 343,894戸 -0.3％ ３年ぶりの減少 

 分譲住宅 246,299戸 -3.6％ ３年ぶりの減少 

  マンション 107,879戸 -0.3％ 昨年の増加から再びの減少（２年ぶりの減少） 

  一戸建住宅 137,286戸 -6.0％ ３年ぶりの減少 

  

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_fr4_000043.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_001203.html


３ 法人企業統計調査 

資 料 令和４年度法人企業統計調査 

発表主体 財務省 

発表時期 令和５年９月１日 

期 間 令和４年度 

不動産業の売上高や経常利益について、前年と比べてどれくらい変動したか、変動のトレンドがどうなってい

るか、が問われます。また、売上高経常利益率（経常利益／売上高）についてもきかれる場合があります。さら

に、不動産業の数字が全産業と比較されることもあるので、全産業に関するデータも見ておきましょう。 

 
 

不動産業 全産業 

数値 前年度比 トレンド 数値 前年度比 

売上高 約 46兆 2,682億円 -4.8％ ２年ぶりの減少 約 1,578兆 4,396億円 +9.0％ 

経常利益 約 5兆 9,392億円 -2.0％ 3年ぶりの減少 約 95兆 2,800億円 +13.5％ 

売上高経常利益率 12.8％ 上昇 3年連続の上昇 6.0％ 上昇 

４ 土地白書 

資 料 令和６年版土地白書 

発表主体 国土交通省 

発表時期 令和６年６月 18日 

期 間 令和５年（年計） 

土地白書からは、土地取引の動向について出題されます。具体的にいうと、令和５年の１年間に全国で売買に

よる所有権の移転登記が何件されたか、がテーマです。登記件数が前年と比べてどれくらい変動したか、変動の

トレンドがどうなっているか、が問われます。 
 

件数 前年比 トレンド 

令和５年 1,288,546件 -1.2% ほぼ横ばい/２年連続の減少※ 

※数値的にいえば「２年連続の減少」ですが、『土地白書』では「ほぼ横ばいで推移」と表現されています。どちらの表現

で出題されても対応できるようにしましょう。 

５ 国土交通白書・宅地建物取引業法の施行状況調査結果 

資 料 ①令和６年版国土交通白書 

②令和４年度宅地建物取引業法の施行状況調査結果 

発表主体 国土交通省 

発表時期 ①令和６年６月 28日 

②令和５年 10月４日 

基 準 日 令和５年３月末（令和４年度末） 

令和５年３月末（令和４年度末）の宅建業者数について問われます。具体的には、宅建業者数が前年と比べて

どれくらい変動したか、変動のトレンドがどうなっているか、が出題のテーマです。 
 

業者数 前年比 トレンド 

令和４年度末 129,604業者 +0.8% ９年連続の増加 

 

以上 

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/results/data.htm
https://www.mlit.go.jp/statistics/file000006.html
https://www.mlit.go.jp/statistics/file000004.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo16_hh_000001_00066.html

